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沖 縄 県 経 済 動 向 

※指標は、特記が無い限り令和４年７月－９月期とする。 

※本資料において、「前年比」は前年同期あるいは前年同月からの増減比とする。 

※本頁において、＋、△は前年同期からの増減比とする。 

【観光】 

・  新型コロナウイルス感染症の影響が続いており、入域観光客数は依然として、コロナ禍前の

水準は下回っているものの、10 ヶ月連続で前年同期を上回っている。国際線一部路線再開に

より、２年５ヶ月ぶりの外国人観光客入域となったが、一時的な路線再開であったことから、外国

客数は低調であった。                   （総数 +134.5％、国内客 +134.5％） 
・ 新型コロナウイルス感染症の影響が続いており、主要ホテルの客室稼働率及び観光施設入

場者数は依然として、コロナ禍前の水準は下回っているものの、３期連続で前年同期を上回っ

ている。                             （客室稼働率 59.4％、+34.4ｐｔ） 

【個人消費】 

・ 百貨店・スーパー販売額は、既存店、全店舗ともに、前年同期を上回っている。 

                        （販売額 既存店 +6.9％、全店舗 +9.4％） 

・ 自動車（新車）の販売は、総台数、軽自動車ともに、前年同期を上回っている。 

        （総台数 9.5％、軽自動車 0.4％） 

【建設関連】 

・ 住宅着工戸数は前年同期を下回ったが、面積は前年同期を上回っている。 

非居住建築物は、着工床面積、工事費ともに、前年同期を上回っている。  

                （住宅着工戸数 △5.0％、非居住建築物工事費 63.4％） 

・ 公共工事は、保証件数、請負額ともに、前年同期を下回っている。 

 （公共工事保証件数 △7.7％、請負額 △28.6％） 

【雇用情勢】 

・ 完全失業率は、前年同期より改善している。     （完全失業率 3.5％（原数値）、0.4pt 改善） 

・ 有効求人倍率は、前期を上回っている。             （有効求人倍率 1.04 倍、+0.09pt） 

【物価】 

・ 消費者物価指数は、前年同期を大きく上回っている。   （消費者物価指数（総合）  +3.4pt） 

・ レギュラーガソリン小売価格は、前年同期を大きく上回っている。 

（レギュラーガソリン小売価格＋19 円） 

 

以上のように、県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が続き、その各種指標は、コロナ禍

以前と比較すると引き続き下回っているものの、観光関連や個人消費の一部、雇用情勢において、

持ち直しの動きが継続してみられることから、「景気は、新型コロナウイルス感染症の影響が続くも

のの、緩やかに持ち直している。」とした。 

なお、世界的な金融引締め等による海外景気の下振れが我が国景気の下押しリスクとなってい

る中、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の急激な変動等が県経済に及ぼす影響に十分

注意する必要がある。

景気は、新型コロナウイルス感染症の影響が続くものの、緩やかに持ち直している。 
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① 観光 

○  新型コロナウイルス感染症の影響が続いており、入域観光客数は依然として、コロナ禍前の

水準は下回っているものの、10 ヶ月連続で前年同期を上回っている。国際線一部路線再開に

より、２年５ヶ月ぶりの外国人観光客入域となったが、一時的な路線再開であったことから、外国

客数は低調であった。 
○  新型コロナウイルス感染症の影響が続いており、主要ホテルの客室稼働率及び観光施設入

場者数は依然として、コロナ禍前の水準は下回っているものの、３期連続で前年同期を上回っ

ている。 
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② 個人消費 

○  百貨店・スーパー販売額は、食料品が引き続き堅調に推移しているほか、行動制限の緩和

から衣料品等にも動きがみられ、全店舗、既存店ともに、前年同期を上回っている。 

○  家計消費支出は、教養娯楽費や交通・通信費の増加が影響し、前年同期を上回っている。 

○  自動車販売（新車）は、半導体の調達難に伴う部品不足が和らいだことなどが影響し、前年

同期を上回っている。 

 

既存店 全店舗 前年比 前年比 (台) 前年比 (台) 前年比 (円) 前年比 (円) 前年比

(参考)R2.7-9月 △ 9.6 △ 7.6 △ 7.3 △ 11.1 12,295 △ 15.3 6,535 △ 10.3 220,146 1.5 335,888 0.4

R3.7-9月 △ 1.2 1.1 3.9 21.4 9,887 △ 19.6 5,054 △ 22.7 211,282 △ 4.0 384,825 14.6
10-12月 1.5 3.1 4.5 22.3 8,538 △ 18.6 4,740 △ 24.2 231,424 6.7 466,340 3.5
R4.1-3月 1.5 3.4 1.3 10.8 9,882 △ 21.3 5,182 △ 30.3 236,193 5.0 352,466 △ 10.7

4-6月 4.8 5.6 △ 3.6 0.5 8,875 △ 4.3 4,287 △ 24.4 212,269 △ 6.4 431,948 △ 12.8
7-9月 6.9 9.4 11.1 △ 5.0 10,827 9.5 5,074 0.4 229,653 8.7 456,727 18.7

 R3.7月 △ 1.6 2.0 0.7 21.6 4,316 △ 9.1 1,968 △ 13.2 214,066 0.9 472,954 35.3

 8月 △ 3.0 △ 1.4 4.9 13.8 2,996 △ 10.5 1,572 △ 18.1 209,848 △ 0.9 378,540 9.9

 9月 1.1 2.9 6.4 29.9 2,575 △ 38.7 1,514 △ 35.5 209,932 △ 11.3 302,980 △ 3.4

 10月 3.6 5.3 3.7 34.2 2,561 △ 29.3 1,386 △ 37.4 225,451 6.2 360,555 △ 14.4

 11月 1.4 2.9 0.7 18.5 3,076 △ 15.6 1,677 △ 24.8 209,065 5.3 338,204 1.9

 12月 △ 0.1 1.6 8.9 16.6 2,901 △ 10.1 1,677 △ 7.5 259,755 8.4 700,261 16.9

R4.1月 △ 0.1 1.8 2.8 16.6 2,687 △ 22.7 1,609 △ 24.6 251,462 20.5 315,672 △ 10.4

 2月 1.9 3.7 △ 3.8 24.9 2,833 △ 24.4 1,560 △ 30.1 216,758 9.3 397,590 △ 11.1

 3月 2.8 4.6 4.7 △ 1.7 4,362 △ 18.2 2,013 △ 34.5 240,359 △ 10.3 344,137 △ 10.5

4月 4.8 4.8 △ 13.3 5.4 3,452 9.9 1,611 △ 17.1 223,834 △ 8.6 416,902 △ 7.1

 5月 1.5 2.1 △ 5.8 △ 14.5 1,948 △ 30.8 1,134 △ 39.4 207,186 △ 10.3 378,923 0.9

 6月 8.5 10.2 11.0 12.6 3,475 4.7 1,542 △ 17.0 205,787 0.5 500,018 △ 24.5

7月 6.7 9.1 12.7 △ 1.7 4,645 7.6 1,787 △ 9.2 238,018 11.2 551,094 16.5

8月 10.1 12.9 12.7 △ 5.2 2,786 △ 7.0 1,356 △ 13.7 264,886 26.2 465,886 23.1

9月 3.6 6.0 7.6 △ 8.5 3,396 31.9 1,931 27.5 186,056 △ 11.4 353,201 16.6

※１：家計消費支出は二人以上の世帯、実収入は二人以上の世帯のうち勤労者世帯の数値

百貨店・スーパー

販売額(前年比)

家電製品

販売額

自動車販売(新車) 家計消費支出※１

(名目)

実収入
(名目)総台数 うち軽自動車

コンビニ

販売額
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 ③ 建設関連 
○  住宅着工戸数は前年同期を下回ったが、着工住宅の床面積合計は、５期連続で前年同期を

上回った。 

○  非居住建築物は、着工床面積、工事費ともに、前年同期を上回った。  

○  公共工事は、保証件数、請負額ともに、前年同期を下回った。 
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④ 雇用情勢 

○  前年同期より、労働力人口は２千人、就業者数は５千人の増加となっている。 

○  完全失業者数は 26 千人となった。完全失業率（季調値）は 3.3％と、前年同期からは 0.4 ポイ

ントの改善となったが、前期からは 0.6 ポイント悪化した。 

○  有効求人倍率(季調値)は 1.04 倍と、前期、前年同期を上回った。有効求人倍率の上昇は４期

連続となった。 
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⑤  物価 
○  消費者物価指数は４期連続で、また、レギュラーガソリン小売価格は６期連続で、それぞれ前

年同期を上回るなど、物価の上昇が継続している。 

 

⑥ 金融 

○ 実質預金・貸出金は、前年同期を上回っている。その他、貸出金利は、緩やかに低下している。
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⑦ 関係機関による景況調査等 

・ 短期経済観測調査（日本銀行那覇支店）では、令和４年７月－９月期の業況判断 D.I.はプ

ラス 12 とされ、11 期ぶりのプラスとなった。また、令和４年 10 月－12 月期の業況についても

プラスの見通しとしている。雇用人員判断では現況・見通しともに｢不足｣超が拡大している。 

・ 法人企業景気予測調査（沖縄総合事務局）では、令和４年７月－９月期の景況判断を「現

状判断は「上昇」超幅が拡大し、先行きは「上昇」超で推移する見通し」としている。また、

雇用では「現状判断は「不足気味」超幅が拡大、先行きは「不足気味」超で推移する見通

し」としている。 

・ 県内企業業況調査(沖縄振興開発金融公庫)では、令和４年７月－９月期の業況判断を

「当期は「好転」超幅が大幅に拡大し、２期連続のプラス、来期は「好転」超幅がやや縮小

するも、「好転」超を維持する見通し」としている。雇用判断では「当期は「不足」超幅が拡

大、来期は「不足」超幅がやや拡大の見通し」としている。 

 

※ 各調査は、調査対象や内容等が異なるため、調査結果の比較に注意を要する。 

※ ＤＩ及び BSI は、回答の構成割合の差と定義される。例えば景況ＤＩは、「良い」の回答割

合から「悪い」の回答割合を差し引いたものである。 

※ 法人企業景気予測調査は BSI を用いている。 

景況（業況）DI・BSI
（良い－悪い）

短期経済観測調査
（日本銀行那覇支店）

法人企業景気予測調査
（沖縄総合事務局）

県内企業景況調査
（沖縄振興開発金融公庫）

R3.　 7-9 △26 △14.2 △26.6

    10-12 △18 16.7 △16.4

R4.   1-3 △19 △16.8 △21.3

　　　 4-6 △4 10.2 4.0

　　　 7-9 （※）
12
(5)

11.7
(15.7)

16.7
(9.1)

次期見通し 14 8.1 11.9  
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⑧ その他 
○ 企業倒産の発生状況は、金融支援の効果が持続しているものの、３ヶ月連続でコロナ関連倒

産が確認されるなど、前年同期を上回った。今後、コロナ禍で業績にダメージを受けた企業が、

燃料費を含む物価高騰により収益環境が一層厳しくなるおそれがある。 

○ 今期の貿易額は、前年同期と比較し、輸出額が大きく伸びた一方、輸入額がそれを上回る伸

びを示したことから、全体として大きく輸入超過となった。 

 

○ ７-９月期の国内総生産（GDP）は、実質の季節調整値で前期比 0.2%減、年率換算で 0.8%減であ

った。個人消費、設備投資、輸出がそれぞれ増加したものの、サービス輸入の一時的な大幅増によ

り、マイナス成長となった。 
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＜参考＞関係機関による景況判断 
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出　　典

①観光

入域観光客数 沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課

主要ホテル客室稼働率 日本銀行那覇支店

観光施設入場者数 （株）りゅうぎん総合研究所

②個人消費

百貨店・スーパー販売額 経済産業省　

コンビニ販売額 日本銀行那覇支店

家電製品販売額 経済産業省　

自動車販売 沖縄県自動車販売協会

家計消費支出（二人以上の世帯） 沖縄県企画部統計課

③建設関係

住宅着工 国土交通省

非居住建築物 国土交通省

公共工事保証請負額 西日本建設業保証（株）

建設資材価格指数 （一財）　経済調査会

④雇用情勢

現金給与総額指数 沖縄県企画部統計課

⑤物価

消費者物価指数 沖縄県企画部統計課

レギュラーガソリン小売価格 経済産業省 資源エネルギー庁

⑥金融

預金・貸出金残高（県内６行庫計） 日本銀行

地方銀行・約定平均金利(全国) 日本銀行

地元３行貸出約定平均金利(沖縄) 日本銀行

⑦関係機関における景況調査等

県内企業短期経済観測調査 日本銀行那覇支店

法人企業景気予測調査 沖縄総合事務局財務部

県内企業景況調査 沖縄振興開発金融公庫

⑧その他

鉱工業指数 沖縄県企画部統計課

企業倒産 （株）東京商工リサーチ

沖縄地区税関貿易額 財務省沖縄地区税関

全国の経済成長率等 内閣府

労働市場の動き
（求職者数、求人数、有効求人倍率、 正社員有効求人倍率）

厚生労働省沖縄労働局

出　典　一　覧

項　　　目

労働力調査
（労働力人口、就業者数、完全失業者数、完全失業率） 沖縄県企画部統計課

 


